
施策評価シート（平成１８年度の振り返り、総括） 平成 19 年 6 月 25 日

施策Ｎｏ． 施策名

主管課名
主管課長
名

関係課名

　

施策の目
的①対象

特別会計等決算額

市の財政

財政の健全化

　　村　松　晃　一

税務課、総務課、区画整理課、選管・監査

千円

単位対象指標名

一般会計決算額

第９次市勢発展長期計画実施計画（財政計画）の策定と進行管理。
第４次行政改革大綱及び集中改革プランの進行管理。
中期財政計画の策定。行政コスト計算書､連結バランスシートの作成。
行政評価による施策の貢献度･優先度評価、事務事業評価の取り組み。
行政評価と予算編成の連動（施策別の予算配分）。
受益者負担の適正化の検討。
財政基盤の確立のための工業団地の早期分譲。
市税等自主財源の一層の確保。特に、収入未済対策。
国の公会計改革に対する対応。

単位

経常収支比率 ％

14.5

％

公債費比率

78.1 76.0

千円

15.3 15.8

78.4

％

18,947,227

80.5

作成日

自主財源比率

成果指標の
把握方法
（算定式など）

決算データで把握
財政力指数

施策の目
的②意図

自主的･自立的な財政運営の確立

成果指標名

44

企画課

成果指標
設定の考
え方

自主的･自立的な財政運営の指標として用いている公債費比率､経常収支比率､財政力指数､自主財源比率は、普通会
計決算のデータである。
＊普通会計とは､個々の地方公共団体ごとに、範囲が異なっているので、財政比較や統一的な掌握が困難なため、地
方財政統計上､統一的に用いられる理論上の会計区分を言う。総務省の定める基準により各会計を構成したものであ
る。

１．施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

自主財源の根幹となる市税収入は、法人市民税等の伸びにより３年連続、前年度比１０．５％増加した。これに
伴い、１８年度普通地方交付税の不交付団体となった。
市税収入は一人当たり１９７，２８３円で、一人当たりの支出額は３３１，４１７円である。（年度末住民基本台帳人
口で算出）
普通会計における各財政指標は、いずれも改善している。ただし、１８年度から導入された実質公債費比率は、
１８．４％で高水準にある。（１８％以上は起債許可団体）
福祉対策、社会資本整備に費用がかかってきている。
・扶助費については、児童福祉費、生活保護費の増加、保険給付費（国保、老健、介護保険）等が増えてきて
いる。
・社会資本整備については、区画整理組合への負担の増加、保留地処分が課題となっている。
一般会計､特別会計､水道事業会計の市債残高は、社会資本の整備と過去の景気対策のための公共事業の
増大、臨時財政対策債等特例市債の発行により高水準にある。
　

１８年度
の

評価結果

２．施策の成果実績に対してのこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

行政改革大綱及び実施計画による見直しをした。
行政評価システムによる事務事業評価、施策評価結果等を踏まえ、行政経営方針を作成し、予算編成方針の
重点事項に位置づけた。
実施計画の策定時､予算編成時における施策の優先度･緊急性等を考慮した。
市税の公平な賦課・徴収に努めた。
歳入に見合った予算編成に努めた。バランスシートを作成した。
市債の発行については､現年度の元金以内に抑制し､市債残高の減少に努めた。
基金の増額に努めた。特に財政調整基金については、５億円を積立てた。

施策の成果
向上に向け
ての住民と
行政との役
割分担

市民には応分の受益者負担を求めるとともに、行政は行財政改革に努め､行政サービス水準を維持する。
また、バランスシートの公表など、透明性のある情報を提供する。

３．施策の課題認識と改革改善の方向
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